
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
2　職員数は、平成２３年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
　　　　　　給与水準を示す指数である。
　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
　　　　　　単純平均したものである。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数　 ＊参考値　98.1

（平成２４年４月１日現在）

　　　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置がないとした場合の値である。

２　一般行政職給料表の状況（平成２４年４月１日現在）
（単位　：　円）

291,400 343,200 388,300

１　級

144,500

（注）H24.4.1現在における磐田市の支給率と国基準の支給率にあてはめて算出したものです。
　※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家
　　公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した
　　ラスパイレス指数です。

106.2

２　級 ３　級 ８　級
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５　級

１号給の
給料月額

人 件 費 率

Ｂ／Ａ　　　

18.2%

人 件 費

Ｂ

1,629,716千円

23年度 1,179

　　　　　計　　　　　Ｂ

60,173,714千円

Ａ

18.9%10,980,118千円

22年度人件費率

一人当たり給与費

5,019,782千円

期末・勤勉手当

住民基本台帳人口

880,984千円 1,694,814千円

　　　　　　Ａ

(H24.3.31現在）
外国人登録者を含む

172,814人
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磐田市の給与・定員管理等について

実質収支 （参考）

給　 料 職員手当

区　　分 歳 出 額

２３年度
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　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

7,595,580千円 6,437千円

192,800
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190,300 471,600408,400 434,700 493,500
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４　級 ７　級
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円
人 円 円 円

人 円 円

円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円

※

※

※

職員数

304,944
（329,917）

101
10

公 　務 　員

円

平均給与月額（A)
平均給与月額
（国ベース）

300,309
325,153288,529

307,506
（323,181）

287,620

調理士

－

287,46932 307,863

1.63

2.025,238,886 2,593,500

4,666,641 2,861,400
4,842,736 1.373,540,400

1.17

－

206,600

1.24
186,600
288,200

1.84
264,200

1.44

本市技能労務職員の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に
一致するものではありません。

年収ベースの『公務員（C)』及び『民間（D)』のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員にお
いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値で
す。

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成21年～平成23
年の3ヵ年平均）

A／B

332,692

民 　間

56.0歳 7

参考

322,721
299,233

342,432

平均年齢

53.5歳

－

－

41.7歳

年収ベース（試算値）の比較

公務員（C)

用務員
調理士

－

自動車運転手 58.8歳

平均給与月額（B)

3,479

47.1歳
48.7歳

270,465
（285,030）

272,100

44 293,789

49.7歳

296,691

廃棄物処理業従業員清掃職員

区　　　分

国

44.7歳
－

対応する民間の類似職種

－

自動車運転手

用務員

区　　　分

47.3歳
48.3歳

清掃職員

磐田市

用務員

自動車運転手

区 分 平 均 年 齢

国

用務員

調理士

自動車運転手

磐田市

調理士

340,10443.7歳

平均給料月額

44.5歳

42.8歳 円

42.8歳 436,566 380,292

円円

372,906
（401,789）

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額

円 406,176磐田市 343,720

平均年齢 平均給料月額

類似団体

345,525 円静岡県

423,733

1.40清掃職員 5,594,253 3,989,200

C／D民間（D)
区　　　分

－磐田市

円

310,087
356,443

円380,062円

円

387,821

円
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　　　　③消防職

（注）

(2) 職員の初任給の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

円

円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）それぞれの経験年数に該当する職員の平均額になります。該当する職員がいない場合は「-」となっています。

円311,521 円 394,748 円

円

273,900

346,358

300,140

―

類似団体 39.8歳

大　学　卒

137,200

144,500

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの
諸手当の額を合計したものである。（国ベース）の欄には、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特
殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。
３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額」（国ベース）の括弧書きは、給与改定特例法に
よる措置がないとした場合の値（減額前）である。

高　校　卒

38.4歳磐田市 円296,720

平均給料月額区 分 平 均 年 齢
平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額

区　　　         分

一般行政職
264,387

技能労務職 高　校　卒

経 験 年 数 １ ０ 年

―

大　学　卒

高　校　卒

大　学　卒

高　校　卒

331,150

271,500

中　学　卒

消　防　職

消　防　職
238,867

高　校　卒

178,800

磐　田　市　

178,800

高　校　卒

区　　分

大　学　卒

146,700

144,500

144,500
一般行政職

技能労務職
－

経 験 年 数 １ ５ 年

296,208

－

― 294,650

―

経 験 年 数 ２ ０ 年

271,500

１　「平均給料月額」とは、平成24年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

－

―

－

－

163,987
（172,200）

133,418
（140,100）

－

378,674

静岡県

－

国

円333,191

349,095

－

178,800
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）１　磐田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 (２) 昇給への勤務成績の反映状況

1.8%

構成比標準的な職務内容

15.9%

１級

123人

255人

区　　分

６級 53人

合　　計

課長、参事、技監、支所長７級

11人

職員数

主任

副主任、高度の知識経験を必要と
する主事・技師

２級

主事補、技師補、主事、技師

2.9%

19.9%

6.8%42人

18人

前年度の勤務成績を基に査定昇給を行っている。

17人

100.0%

部長、理事、次長、参与

５級

３級

相当高度の知識経験を必要とする
主事・技師

2.8%８級

617人

8.6%

４級

係長、主査、検査監

41.3%

98人

課長補佐、主幹、副技監、検査技
監

3級　41.3% 3級　42.8%
3級　42.3%

4級　15.9% 4級　14.7% 4級　12.5%

5級　19.9% 5級　21.1% 5級　21.9%

6級　8.6% 6級　8.2% 6級　8.4%

7級　6.8% 7級　6.2% 7級　5.7%

8級　2.8% 8級　3.2% 8級　3.9%

1級　1.8% 1級　0.8% 1級　0.7%
2級　2.9% 2級　1.7%

2級　4.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 平成19年の構成比
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５　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（23年度）

千円　

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（平成２４年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

千円 千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（平成２４年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

2.60 1.35

(1.45)

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

2.60

静岡県

定年前早期退職特例措置　2～20％加算

59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　2～20％加算

59.28

47.50

1,455

国

(0.65)

支給率 支給対象職員数

59.28

自己都合

2,964
１人当たり平均支給額（平成23年度決算）

勧奨・定年

24,238

31,252

支給実績（平成２３年度決算）

（注）

3全地域

支給対象地域

152,041

121,439

一般行政職の制度

23.50

59.28

33.50 41.34

23.50

33.5041.34

30.5530.55

59.28

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

国

期末手当 勤勉手当 勤勉手当

2.60 1.35

磐田市

―

勤勉手当

(1.45)

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

47.50

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２2年度決算）

磐田市

(0.65) (1.45)

―

期末手当

(0.65)

1.35

期末手当
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 (4) 特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

　円

　％18.8

１件につき500円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

手当の種類（手当数）

91,919

危険作業手当

１件につき500円

左記職員に対する支給単価

１件につき500円

主な支給対象職員

24

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の名称

支給実績（平成２３年度決算）

右記業務に従事した職員

災害応急作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

市税等滞納処分作業手当

ごみ処理作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

不快作業手当

消防業務手当

重勤務作業手当

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

非常災害業務手当

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

し尿処理作業に従事したとき

行旅病人取扱作業に従事
したとき

右記業務に従事した職員
浮浪者取扱作業に従事した
とき

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

アスファルト舗装作業に従
事したとき

重機運転作業に従事したとき

１個につき500円

そ族昆虫駆除作業に従事し
たとき
河川等汚泥処理作業に従
事したとき
下水道管きょ内作業に従事
したとき

犬猫死体取扱作業に従事
したとき

日額250円

日額1,000円

日額250円

１件につき200円

１勤務につき200円（大型車）
１勤務につき100円（普通車）

日額300円

１件につき300円

日額1,000円

日額300円

日額500円

１件につき5,000円

１件につき500円

１件につき1,000円

１件につき1,000円

日額350円

日額750円

救助隊員が救助業務に従
事したとき

消防士で災害事故等に出
動したとき

交替制勤務の消防士が、深
夜において消防業務・救急
業務に従事した場合

機関員（消防車の運転手）
が救急車・ポンプ車・はしご
車・化学車・救助工作車を
運転しとき

右記業務に従事した職員

野犬捕獲作業に従事したとき

死亡獣畜作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

胞衣処理作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

感染症等防疫収容作業に
従事したとき

右記業務に従事した職員

行旅死亡人取扱作業に従
事したとき

21,969

主な支給対象業務

家畜伝染病防疫作業に従
事したとき

右記業務に従事した職員

1個につき30円

１勤務につき650円

月額4,000円

月額1,500円

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

高所深所作業に従事したとき

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

救急救命士が救急業務に
従事したとき

市税等滞納処分作業に従
事したとき
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

千円

円

千円

千円

千円

千円

千円

円

(6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

2,260

36,714

444,903千円

千円

303,917

なし

-

82,744

146,307

180,665

なし

305,559

国の制度

59,584 千円

支給職員１人当たり

244,252千円

支給実績
（平成２３年度決算） 平均支給年額

84,231

市長部局

（平成２３年度決算）

124,043

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算）

下水道

教育委員会

手　当　名

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２３年度決算）

教育委員会

下水道

消防

市長部局

80,972

との異同
国の制度と

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の 高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　月額5,800円～25,400円

136,199

交通用具利用
者の距離区分、
手当額等の相
違

内容及び支給単価

●配偶者のある場合
　配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　月額13,000円
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
　〔配偶者が扶養親族でない場合〕月額 6,500円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
●配偶者のない場合
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額11,000円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                         　月額 5,000円

-

異なる内容

3,794

扶養手当

同

通勤手当

●月額12,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額27,000円住居手当

392,658

同

管理職手当

●本庁の部長　15～16％
●本庁の課長　14％
●本庁の課長補佐　10％
●園長　　　　　　　　　6%

支給実績（平成２３年度決算）

消防

32,907

支給実績（平成２２年度決算）

異

329,615

172,641

292,039
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６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円／ 円／

円

円 円／ 円／

円

円 円／ 円／

円 円／ 円／

円 円／ 円／

月分 ※加算措置あり

月分 ※加算措置あり

※１　給料の（　）内の数字は減額措置を行う前の数字です。

※２ 類似団体数値については、公表があり次第掲載します。

672,000

520,000

議 員

副 市 長

議 長

672,000

（参考）類似団体における 高／ 低額

663,000

520,000

663,000

470,000470,000

給 料 月 額 等

562,000

874,000

1,069,000

期
末
手
当

514,000

(780,000)

2.95

3.95

　　（２４年度支給割合）

　　（２４年度支給割合）

給
料

市 長

(960,000)

在職年方式【300/100（年）】

副 議 長

議 長

430,000479,000430,000

　（支給時期）

区　　　分

市 長

報
酬

退
職
手
当

市 長

退職した日から1ヶ月以内

副 議 長

議 員

副 市 長

副 市 長

退職した日から1ヶ月以内在職年方式【500/100（年）】

　　（算定方式）
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７　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

※[     ]内は、条例定数の合計です。

〈参考〉
人口1万人あたりの職員数69.59人

欠員不補充による

事務の統廃合・縮小による

業務増（工業団地造成等）による

事務の統廃合・縮小、非正規化等による

技能労務職の集約による

〈参考〉
人口1万あたりの職員数43.82人

業務増による

〈参考〉
人口1万人あたりの職員数119.85人

事務の民間委託による

14

[     -      ］[2,209 ］

1,991

835

22

事務の縮小による

38

▲ 3

▲ 18

49

1,156 ▲ 24

26

235

▲ 3193

▲ 3

公
営
企
業
等
会
計
部
門

0

▲ 2

29

22

43738病院

水道

下水道

728731

小　計

194

229

8

65 64

主な増減理由

退職不補充による

職 員 数

議会

税務

事務の統廃合・縮小による

対前年
増減数平成２４年

227 ▲ 2

▲ 1

3

▲ 1

▲ 5

業務増（権限移譲、幼稚園事務の移管等）による

事務の統廃合・縮小による

非正規化による

▲ 1

25

79 74

2104

23

0

32

0

2

0

33

102

総務

一
般
行
政
職
部
門

小　計

191

平成２３年

9

農林水産

土木

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

民生

商工

普
通
会
計
部
門

労働

衛生

小　計

教育

196

1,180

253

消防

その他

695

[2,209 ］

51

797

1,977
合　　計
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

人

39歳

人 人

～

28歳 32歳

～

36歳

268

24歳

～～

40歳

31歳

184 277

人

210

27歳

人

35歳

人 人

1,991

47歳 51歳

765

193195

738 731 728

24年

職員数
人 人

2 94

公営企業等会計計

消防

教育

19年

普通会計計

　　　　　　　　　　　年度

　部門別

一般行政 814

総合計 1,984

835775

1,969 1,970 1,977

797

1,967

691

(0.4%)

59歳

人

55歳 以上

人

▲ 137

(▲1.0%)▲ 2

(▲10.6%)

144 (20.8%)

1,223 1,195 1,180 1,156

746

7

(▲17.3%)

56歳 60歳

1,991

(▲10.6%)▲ 86

48歳

▲ 49235

1,991167180 183 3

196

253

人

262

人

22年

243 180

23年

～

43歳

人

52歳

3

人

以上

人

167

過去５年間の
増減数（率）

計

～ ～ ～ ～

計

48歳

44歳

52歳

～ ～ ～ ～

人

56歳44歳
～

39歳

36歳 40歳 60歳

20年

区　分

20歳 20歳

未満 23歳
～

784

284 272

21年

716

1,293

195

263

195195

1,251

～

20歳

区　分

未満 23歳 27歳

～ ～

20歳 24歳 28歳 32歳

人

51歳

～

59歳35歳
～

180 183

43歳 47歳 55歳

210

人 人 人

277 243 180

人

31歳

人 人
職員数

2682

人 人

94 184

構成比

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

20
歳

未
満

20
－
23

24
-27
28
-31
32
-35
36
-39
40
-43
44
-47
48
-51
52
-55
56
-59

60
歳

以
上

H24構成比

H19構成比
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８　公営企業職員の状況

（１）病院事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
2　職員数は、平成２４年３月３１日現在の人数である。

イ　特記事項

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（23年度） １人当たり平均支給額（23年度）

千円　 千円　

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成24年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

千円 千円 千円 千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(1.45)

磐田市立総合病院 磐田市（一般行政職）

1,336

2.60 1.35 2.60 1.35

勤勉手当

(0.65)

磐田市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

磐田市立総合病院

46.7%

493,341円 879,262円

37.2歳 303,817円 468,198円

期末・勤勉手当

40.8歳

46.8%

医　　　師

6,865千円23年度 683 2,517,051千円 1,341,806千円

13,561,133千円 -599,542千円 6,328,121千円

区分
純損益又は実
質収支

総費用に占める職員
給与費比率　　Ｂ／
Ａ

総費用　Ａ

0

（注）

１人当たり平均支給額（平成23年度決算）

876 23,101

自己都合 勧奨・定年

23,892

59.28 59.28 59.28 59.28

定年前早期退職特例措置　2～20％加算 定年前早期退職特例措置　2～20％加算

１人当たり平均支給額（平成23年度決算）
自己都合 勧奨・定年

47.50 59.28 47.50 59.28

30.55

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

33.50 41.34 33.50 41.34

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

23.50 30.55 23.50

期末手当 勤勉手当 期末手当

看　護　師

医療技術員ほか

1,458

33.2歳 286,815円 430,750円

(1.45) (0.65)

　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

区　　　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

829,686千円 4,688,543千円

23年度

職員給与費　Ｂ
（参考）
22年度の総費用に占め
る職員給与費比率

区分
職員数 給 与 費 一人当たり給与費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当
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ウ　地域手当（平成２４年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成24年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

(6) その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円

円

円

右記業務に従事した職員

●配偶者のある場合
　配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　月額13,000円
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
　〔配偶者が扶養親族でない場合〕月額 6,500円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
●配偶者のない場合
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額11,000円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                         　月額 5,000円

病院勤務手当 医師を除く病院に勤務する職員

医務手当

扶養手当

管理職手当

通勤手当

- -

医療職
●病院長　25％
●副病院長　22％
●部長　14％
●技師長・副部長　10％

行政職
●部長　15～16％
●課長　14％
●課長補佐　10％

住居手当

同 なし

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の 高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　月額5,800円～25,400円

千円54,116

24,053 千円

なし

千円73,516

●月額12,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額27,000円

109,890

859,047

217,816同 なし 千円45,306

274,701同

（平成23年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 （平成23年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

支給実績 支給職員１人当たり

1回につき4,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 825,587

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 918,754

支給実績（平成22年度決算） 449,945

支給実績（平成23年度決算） 482,346

夜間看護等手当 医師を除く病院に勤務する職員

病院に勤務する職員（医師
を除く。）で準夜勤務又は深
夜勤務で看護の業務に従
事したとき

病院に勤務する職員（医師
を除く。）で診療若しくは看
護又は患者に接する業務に
従事したとき

月額3,000～10,000円

能率手当 右記業務に従事した職員
病院に勤務する医師が診
療、検診、検疫に従事し能
率をあげたとき

月額
前々月の入院外来の診療収益
額から材料費を控除した額の
1/100を全医師数で除した額と
0.5/100を医長以上の数で除し
た額を合計した額（医師につい
ては前々月の入院外来の診療
収益額から材料費を控除した額
の1/100を全医師数で除した額）

病院に勤務する医師が診
療、検診、検疫、救護等に
従事したとき

月額（給料月額の25～60/100に
55,000円を加えた額）

職員全体に占める手当支給職員の割合 75.0

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

629,076

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 1,228,663

全地域 3 695 3

支給実績（平成23年度決算）

105,933

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

支給実績（平成23年度決算） 73,624
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（２）水道事業

①職員給与費の状況

ア　決算

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
2　職員数は、平成２４年３月３１日現在の人数である。

イ　特記事項

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（23年度）

千円　 千円　

（平成23年度支給割合） （平成23年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成24年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

高限度額 月分 月分 高限度額 月分 月分

(その他の加算措置) (その他の加算措置)

千円 千円 千円 千円

退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成24年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

23年度 2,480,035千円 -4,445千円 186,415千円

総費用に占める職員
給与費比率　　Ｂ／
Ａ

区分

区分
職員数 給 与 費

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

7.5% 7.7%

44,601千円 186,415千円 6,428千円

総費用　Ａ
純損益又は実
質収支

職員給与費　Ｂ
（参考）
23年度の総費用に占め
る職員給与費比率

一人当たり給与費

23年度 29 122,279千円 19,535千円

磐田市 48.4歳 376,417円 529,952円

区　　　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

水道事業 磐田市（一般行政職）

1,538 1,458

（支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

2.60 1.35 2.60 1.35

(1.45) (0.65) (1.45) (0.65)

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

職制上の段階、職務の級等による加算措
置

水道事業 磐田市（一般行政職）

33.50 41.34 33.50 41.34

23.50 30.55 23.50 30.55

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 132,429

定年前早期退職特例措置　2～20％加算 定年前早期退職特例措置　2～20％加算

１人当たり平均支給額（平成23年度決算）
自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額（平成23年度決算）
自己都合 勧奨・定年

（注）

支給実績（平成23年度決算） 3,840

0 24,264

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度

全地域 3 29 3

0 23,892

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ 　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　
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エ　特殊勤務手当（平成24年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

(6) その他の手当（平成24年４月１日現在）

円

円

円

円

次亜塩素酸ナトリウム注入
作業手当

支給実績（平成23年度決算） 78

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 15,610

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

右記業務に従事した職員

石綿管・鋳鉄管切断作業に従
事したとき

支給実績（平成23年度決算） 6,221

支給実績（平成22年度決算） 5,701

支給職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 230,413

（平成23年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成22年度決算） 335,360

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容
手　当　名 内容及び支給単価

支給実績 支給職員１人当たり
（平成23年度決算） 平均支給年額

なし 4,457 千円 234,553

住居手当
●月額12,000円を超える家賃を支払っている場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　支給限度額27,000円

同 なし

- 949 千円 474,386

高所深所作業手当

同

管理職手当
●部長　15～16％
●課長　14％
●課長補佐　10％

-

通勤手当 同

●片道2ｋｍ以上の通勤者
　　交通機関等利用者の 高支給限度額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55,000円
●交通用具利用者
　　通勤距離により　　月額5,800円～25,400円

扶養手当

●配偶者のある場合
　配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　月額13,000円
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
　〔配偶者が扶養親族でない場合〕月額 6,500円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
●配偶者のない場合
　1人目　　　　　　　　　　　　　　　　　月額11,000円
　2人目以降　　　　　　　　　　　　　　月額 6,500円
※満16歳の年度初めから満22歳の年度末
　　までの子がいる場合の加算1人につき
                                         　月額 5,000円

滞納処分作業手当 右記業務に従事した職員 滞納処分作業に従事したとき 日額300円

日額100円

右記業務に従事した職員 高所深所作業に従事したとき 日額300円

300,000

117,511

手当の種類（手当数） 5

なし 3,173 千円

600 千円

次亜塩素酸ナトリウム注入作業
に従事したとき

職員全体に占める手当支給職員の割合 17.2

重機運転作業手当

石綿管・鋳鉄管切断作業手
当

日額100円右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員 重機運転作業に従事したとき 日額250円

左記職員に対する支給単価
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